
 

 

情報システム刷新準備資金における指定三法人の積立額の試算 

 

 

指定三法人が利用する情報システムの設計・開発等の費用構成の基に、現在のシステム構造、規

模、データ量等から勘案すると、情報システム刷新準備資金（以下、準備資金という。）の総額は、約

190.7億円と推定されることを『「資料 6添付 1」情報システム刷新の必要性とその規模』で述べた。 

上記準備資金のなかで、指定三法人による積立額の上限を、情報システムを利用する関係者と合

意された『情報システム利用費に関する按分比率』および平成 16 年 3 月開催の第 6 回産構審・中環

審合同会議で示された『指定法人業務に関する費用負担の基本的な考え方』を基に試算した。結果は

下表のとおり。 

  

１．情報システム刷新に要する額および指定三法人の積立額 

                 （単位：億円） 

    按分比率 (＊1) 
システム刷新 

に要する額 

内指定三法人の積立額の上限 (＊2) 

 

計 

 

ユーザー負担 

 

事業者負担 自動車所有者負担 事業者負担 

資金管理法人 
44.67% 

(60.02%) 
85.2 42.6 42.6 0 

指定再資源化機関 
0.50% 
(0.68%) 

1.0 1.0 0 1.0(＊3) 

情報管理センター 
29.25% 

(39.30%) 
55.8 27.9 27.9 0 

指定三法人 負担計  74.42% 
(100.00%) 

141.9 71.4 70.5 1.0 

指定三法人 以外 （＊4） 25.58% 48.8 
 

総 額 100.00% 190.7 

(金額の表示について：千万円未満を四捨五入表示としているため、合計額は必ずしも計算値と一致しない。) 

 

＊1 情報システム利用費の負担の考え方は、前年度の関係法人機能毎の処理件数とデータ量、プログラム規模（ステップ数）を組み合   

わせた業務比例配分方式で按分比率を決定している。 当該積立額の算定についても、この按分比率を用いる。 

なお、括弧内の比率は指定三法人合計を100%とした場合の各々の比率を示し、システム刷新に要する額の算出に使用した。 

＊2 将来の情報システム刷新に要する費用は、平成16年3月開催の第6回産構審・中環審合同会議資料『指定法人業務に関する費用

負担の基本的な考え方』（添付参照）に示された「ただし書き」を踏まえ、毎年度のランニング費用より積立てるものとした。資金管理法

人ならびに情報管理センターの負担分は自動車メーカー等と折半になる。両法人における積立ては、自動車所有者負担分のみとす

る。 

＊3 指定再資源化機関に特定再資源化等物品の処理を委託している自動車製造業者等からの委託費よりの負担分。 

＊4 指定三法人以外の負担分は、その他の関係者（一般社団法人自動車再資源化協力機構、ASRチーム（TH、ART））による。 

 

２． 指定三法人による積立てに関する年度毎の予定額 

 

以下の「情報システム刷新準備資金の積立てに関する基本方針」に従えば、指定三法人の年度毎

の積立て予定額は下表のとおりとなる。 

『準備資金は、平成 35 年度までに完了予定のシステム刷新に関連する費用であることから刷新完

了前年の平成 34年度までに積立てることとする。 

指定三法人は、業務に支障が出ないように配慮し、原則として積立期間で平準化した額を毎年度の

積立て予定額とする。 

添付 2 



 

準備資金の積立ては本来、公益法人への移行直後から実施すべきであったことに鑑み、積立期間

は平成 23年度から同 34年の 12年間とする。 

なお、今年度においては原則として、平成 25 年度分に加えて平成 23 ならびに 24 年度分を加え

た 3 ヶ年分を積立てるものとする。』 

 

各年度における積立額については毎年度の収支予算書に織り込み、資金管理業務諮問委員会の

審議および本財団理事会の決議を経て、法第 95 条第 1 項の定めに基づき経済産業・環境大臣へ認

可を受けるものとする。 

 
（表）指定三法人による積立予定額 

                （単位：億円） 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 合 計 

指定三法人による積立額計 14.1 7.0 6.7 6.7 4.6 3.9 7.3 7.3 7.1 6.8 71.4 

内 

訳 

資金管理法人 10.7 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 42.6 

指定再資源化機関 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 1.0 

情報管理センター (*) 3.2 3.4 3.0 3.1 1.0 0.3 3.7 3.6 3.5 3.2 27.9 

（金額の表示について：千万円未満を四捨五入表示としているため、合計額は必ずしも計算値と一致しない。） 

＊ 事業運営に必要な運転資金を確保することが出来ない場合は、余裕資金から必要運転資金を差し引いた額を積立額とする。 

 

 

以 上 


